









































































































































































































































































































      国が定める⽬標及び各学校の教育⽬標に基づき各学校において設定 



























































































































































































































































































































































































































































































　 研究テーマ   
　　国際医療と助産について／日本に来る外
国人のトラブルを回避するためには／世界
一難しい教育問題／消費者行動とマーケ
ティング／世界に日本のアートを広めよう
／騒音対策／親日反日及び日本文化につい
て／エコカーについて／市の年間イベント
について／高齢者・障がい者のくらしのた
めに／タウン誌について／スポーツと健康
／臨床心理／地元とサッカー／動物園と水
族館は種の保存に役立っているか／市の活
性化／市町村の人口を増やすには／ 10年
後の食料自給率／世界遺産に選ばれる基
準・問題点
（３）成果及び課題
　　この取組により地域に貢献するという意識
や自らの進路目標を真剣に考える意識が高
まった。助言者からは「生徒の課題に取り組
んだ９か月間の成長度は顕著である」、「生徒
の発想の多様性には驚かされた」等の感想が
あり、高く評価された。生徒のアンケートに
よる自己評価では「協働する能力が身につい
た」などと回答する者が多かった。ただ、学
年全体が課題研究に取り組むことによって取
組に対する共通の理解が深まり生徒の変容を
実感できたものの、有効な指導方法について
の教員の知識不足を感じている。
　　今後は外部団体との連携を強化するととも
に教員の研修を深めるなど、指導のスキル
アップを図る方途を模索する必要がある。
６．探究的な学習の指導方法
　総合学習では、一般的には探究型の学習方法
が用いられる。これより学習に対する興味関心、
意欲が高まるとともに、学習過程の中で探究活
動に必要とされる知識・技能が定着し、思考力・
判断力・表現力等が育成される。それは前述し
たとおり、PISA における日本の児童生徒の好
成績、あるいは全国学力・学習状況調査の分析
等において探究の学習プロセスを意識した学習
活動に取り組んでいる児童生徒ほど、各教科の
正答率が高い傾向にあることに帰結する。この
ことを考慮しながら、学習指導要領等と各校の
実践事例の検討・考察を通して得られた成果を
もとに、今後の探究的な学習の指導方法を考察
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する。
6.1. 指導の観点
　総合学習で行われる探究的な学習は、指導者
が学習者に対して一方的に教えるのではなく学
習者が主体的に学ぶ形態である。これは、地域
や社会の課題を自ら探ってその解決策を思考
し、唯一の答えが存在しない中にも探究的な考
えを巡らせて最適解や納得解を求めていく態度
が求められるものである。ここでの教師の役割
は、子どもたちが取り組む課題への探究方法が
現実的に可能な手法であるかということを見通
す判断にある。教師が子どもの設定した課題に
対する専門的な知識を持ち得なくても、その取
組の意義を価値づけることで意欲を引き出して
いくということに大きな意味を持つ。従って教
師は自らの役割を深く認識して指導方法を組み
立てる必要がある。
　このような視座から実践事例の分析を試みる
と、指導の際には以下の観点に留意する必要が
ある。
　①　生徒の学習意欲を引き出す課題設定のた
めに素材を周到に用意するとともに、研
究プロセスが認知できるよう具体的な支
援、指導に努める。
　②　総合学習のみならず、教科の学習内容に
おいても教科書に留まらず学校全体で多
様な話題や資料を提示し、協働的な態度
で多面的多角的に学習を展開する。
　③　対話の中で表現力を身に付けたり意見を
出し合ったりする場面を設定する。
　④　地域の課題に取り組むことにより、学力
向上と地域活性化（まちづくり）への取
組を融合的に捉えて学習意欲を喚起し、
キャリア意識や郷土愛等を培う。
　⑤　自然や文化を生かした体験に基づく知の
統合化を図り、地域社会や世の中を繋ぐ
視点や体験を取り入れた単元づくりに努
める。
　⑥　多様な取組の過程を経験することで豊か
な社会性を身に付けさせ、達成感、成就
感を味合わせるようなプログラムづくり
を試みる。
　⑦　自分の言葉で発表できる力を身に付ける
ための教材、教具を工夫する。
　⑧　ICT の活用については、授業を実施す
る中で、効果的な場面での活用を心掛け
る。
　⑨　生徒が「できる」、「わかる」、「使える」
の可視化を図り、指導者がその効果を実
感できる仕掛けを提供する。
　⑩　振り返りを単位時間や単元の最後には必
ず位置づけ、自分を客観的に見つめて行
動目標を定め、自己に合った学習方法を
探らせる。
　教師は、子どもたちの内なる知的好奇心を引
き出すことに意を用いて、彼らが事象に対して
抱く不思議さや違和感と一緒に戯れる姿勢が大
事である。ここでは教師の指導は不要であり、
共に考えるメンターとしての役割が求められ
る。そのためには自らの知的好奇心が研ぎ澄ま
される必要があろう。教師自身が専門とする学
会の研究動向の把握、社会の出来事、地域の諸
機関・団体といった学校外との関係性を強化す
ることも大切になる。
　さらに教師には、子どもたちが良質の問いを
立て、その答えを見つけ出すための支援をする
学びのファシリテーターであることも期待され
る。そして何より多様な研修機会を積極的に得
て鋭敏な感覚を持ち続けるとともに、教師自身
が生涯学び続ける姿勢を子どもたちに示すこと
が期待される。
6.2. 探究的な学習を効果的に進めるための創意
工夫点
　前述した実践事例のテーマとして、高校では
「騒音対策・市の年間イベント・市の活性化策」
等、中学校では「観光振興策・自分たちが住み
成田　昌造
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たい村の将来」等が設定されている。このこと
に鑑み、子どもたちの主体的な学習態度を育て
るためには当事者意識を持てる地域社会が抱え
ているテーマを研究対象とすることが効果的で
ある。取組の際、各校とも①課題の設定、②調
査計画と実施、③調査結果の分析、④結果のま
とめ、⑤プレゼンテーションといった手順を指
導する必要性を自覚している。また、地域の人
材や団体、研究機関等とのコーディネイトに努
めるなど、課題解決に必要な専門的な知識を得
るための支援を要するとしている。以下、各探
究段階の指導場面で考えられる創意工夫点を提
示する。
　①　課題の設定においては、柔軟に思考でき
るような手段・方法を指導することが肝
要である。例えば、ブレーンストーミン
グ、KJ 法、マインドマップ、ダイヤモ
ンドランキング等の思考の整理方法を指
導する。
　②　調査計画と実施の際には地域のイベント
に参加したり、関係する機関を活用した
りする。なお、授業内で遂行できないと
思われる調査計画はグループで役割を分
担したり、休日に校外で活動したりする
ように助言する。
　③　調査の実施と分析にあたっては、統計資
料の読み取りに留意したり収集した情報
を図表に整理したりするよう助言するこ
とが肝要である。また比較分析すること
で、より客観的な結論を見出すことがで
きるようなアドバイスを心掛ける。
　④　結果のまとめと発表においては、論理的
に考えをまとめ、説得力のある主張を展
開するよう助言する。そのためには、調
査結果のデータから主張を展開して、そ
の主張と根拠としたデータの関係性が明
らかになるよう指導する。
　⑤　プレゼンテーションは研究結果を聴衆に
提案し理解を得る活動であることから、
デジタル機器などを活用した個人発表や
グループ発表、ポスターセッションに
よって実施する。
　⑥　プレゼンテーションを実施する際には、
常に聴衆を意識して周到な準備で臨む必
要がある。その構成は①背景と目的、②
調査内容、③考察、④まとめ、という順
序立てが一般的である。
　子どもたちの知的好奇心を醸成するために
は、互いに学び合える集団作りが欠かせない。
彼らが当事者意識を持ち、仲間を応援し励まし
合える学習集団の雰囲気、環境づくりに心を砕
く必要がある。時にはクラスを超えた子どもた
ち同士の協働も期待できる。指導者は多様な側
面から見守るとともに、探究が行き詰った子ど
もたちに対して適切なアドバイスができるよう
にしておかなければならない。
　さらに成果発表会については、子どもたちの
探究を支援した関係者や保護者等、地域社会に
公開するなどして開かれた学校づくりに努め、
学校の教育活動に対する理解を深める場とする
ことは極めて重要なことである。
6.3. カリキュラム・マネジメント
　直近の学習指導要領では「社会に開かれた教
育課程」の実現を通して子どもたちに必要な資
質・能力を育成するという理念を踏まえ、カリ
キュラム・マネジメントを重視することを明確
にしている。これに関して、「中学校総合学習
解説」及び「高等学校総合学習解説」では以下
の３つの側面が示されている（24）。
　ⅰ）生徒の学校、地域の実態を適切に把握し、
教育の目的や目標の実現に必要な教育の
内容等を教科等横断的な視点で組み立て
ていくこと。
　ⅱ）教育課程実施状況を、評価してその改善
を図っていくこと。
　ⅲ）教育課程の実施に必要な人的又は物的な
体制を確保するとともにその改善を図っ
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　総合学習に取り組んだ実践事例校の先生方の
感想から、「総学を核として教科の内容を相互
にリンクさせ、学校全体でいろいろな話題や資
料を提示するなどして、単元を再構成したカ
リキュラムである単元配列表づくりに着手し
た」等、先生方自身がそれぞれカリキュラム・
マネジメントを意識していることが伺える。結
果として、「総学で身に着けた学習スキルは各
教科や道徳・特別活動にも波及した」、「学び方
を学んだ上で習得した知識・技能をどのように
日常生活で活用し発揮できるかということを生
徒自身が体得している」、「探究型の学習への取
組によって学習内容の暗記に留まらず、原理原
則や知識・技能を生活や社会に生かす視点に立
ち、学ぼうとする姿を見て取れた」、「総合の時
間に様々な職種の方や先生方の資料を見聞して
自分が体験できないようなことをイメージする
力や、興味を持ったことをさらに調べる力が身
に付いた。その知識を教科の授業で活用するの
で覚えやすくなった」、「国語の学習では協働し
て解決する力が身に付いた」、「話し合いでは自
分の意見と照らし合わせ、共通点や違いを見つ
けて進めることが出来た。資料から読み取るこ
とが出来るようになったのは、総合の時間で学
習した後なので課題や取組を読み取れるように
なった」などといった事柄を成果としている（25）。
自校の学校目標に沿って、総合学習を核として
構築されたカリキュラム・マネジメントにより、
教科横断型の取組が行われた証左であると推察
できる。さらに、互見授業の実施、授業実践の
共有化といった具体的な形となって教師の教育
活動が活性化し、教科を越えた研究授業合評会
の開催に繋がっている。これらはカリキュラム・
マネジメントの必要性を意識した取組の成果と
して評価できる。
　今後、各学校においてはこれまでの成果を踏
まえ、全教職員一人一人が学校目標を教育課程
に落とし込んでカリキュラム・マネジメントを
推進する必要がある。具体的には次のようなこ
とが考えられる。
　①　各教科・科目等について横断的な視点で
教育活動を展開していくために、総合学
習を核として教育課程を編成する。
　②　総合学習の全体計画の策定にあたって
は、子どもたちの生活状況や地域の現状
を把握し分析する必要がある。
　③　地域の人的・物的資源等の教育資源を活
用して、各教科等の学習活動を展開する。
７. 総合学習への取組の方向性
　次に、各学校において自校のカリキュラム・
マネジメントを基盤に、総合学習をどのように
指導していったら良いのか、取組の方向性を具
体的に示す。
　①　総合学習を通じて生徒に獲得させたい資
質・能力を明らかにする。
　②　多様な場面・機会を捉えて全教職員の共
通理解に努めるとともに、指導体制（組
織）と進め方（運用方法）を公表し、明
確にする。
　③　教職員の自己研鑽の機会を保障し、学校
を教師にとっても学習する場・組織とし
て再構築する。
　④　運用にあたっての教師・生徒の負担軽減
のための実際的な支援体制の整備と、課
題研究の指導方法を習得するための研修
機会を拡大する。
　⑤　探究的な学習と授業の在り方（教科等の
見方考え方）を体系的に捉えて授業を行
うために、教科と総合学習の関連性・必
然性に係る事項の共有化を図る。
　⑥　学校と地域の「ひと・もの・こと」を繋
げ、地域を学びのフィールドにできるよ
うに関係機関・団体・人とのネットワー
クの構築に、学校全体として組織的に取
り組む。
成田　昌造
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　総合学習に取り組む際には、現実に生起して
いる事象を取り上げることに効果が認められる
ので、地域の人材、教育環境を積極的に活用す
ることが不可欠である。具体的には保護者や地
域住民、専門家、NPO、各種団体等との日常
的な関わりを密にするなどして、担当者の配置、
協力組織の立ち上げ、教育資源リストの作成な
どともに、機をとらえて打合せ会議等を行う必
要がある。学習成果の発表会や SNS 等を活用
した情報発信に意を用いることは欠かせない事
項である。
　また、小学校と中学校及び高大接続の観点に
ついても触れておきたい。変化の激しい社会を
生きる子どもたちにとって重要な役割を担う総
合学習は、探究的な見方・考え方を働かせなが
ら横断的総合的な学習に取り組み、自己の在り
方生き方を考え、よりよく課題を発見し解決し
ていくための資質・能力を育成するものであ
る。従って、中学校では小学校教育と高校教育、
高校では中学校教育と大学教育との関係を見据
えて、円滑な接続が図られるように教育内容や
方法に係る PDCA サイクルの改善を進めてい
くことが大切である。そのためにも学校種を越
えた協議会を設置するなどして、相互に情報交
換したり地域に根差した事業を展開したりして
ネットワークの構築に努めることが望まれる。
また、子どもたちの各発達段階を踏まえた学校
としての道筋、指導観を確立させる積極的なア
プローチの重要性を理解しなければならない。
それはまさしく総合学習の目指すところであり
要諦であると考える。
８．今後の課題（まとめ）
　本田（2020）は、教育社会学の立場から能力・
資質・態度という言葉に注目し、格差と不安に
満ちた社会構造から脱却する道筋を論じる中で
日本社会が直面している今日の重大な課題を挙
げ、それへの対処のために、「属性や状況を問
わずあらゆる人々が存在を尊重され、基礎的な
生活を保障されるとともに、それぞれのアイ
ディアや得意なことを存分に伸ばしたり発揮し
たりすることができ、適正な報酬を得て、社会
全体の基盤整備と再分配や福祉のための公的財
源に寄与するような社会状況を、従来の固定観
念や差別的な意識を超えて作り出してゆくこと」
が不可欠している。そしてこのような社会を実
現していくために重要なことは、「様々に異質な
他者を尊重し、新しい発想や挑戦を受け入れ称
賛するような柔軟性である」としている（26）。そ
れはまさに、大人の責任として未来を生きる子
どもたちのために整えなければならない社会環
境であり、総合学習での学びを通して育成すべ
き資質・能力である。この言説は、現在教職に
携わる者が自信を持って総合学習という授業実
践に取り組むための心の拠り所になるものと考
えられる。何より教師は未来を生きる子どもた
ちを育てる遣り甲斐のある仕事であり、そこで
は間違いなく子どもたちとともに教師自身も育
つ。日々彼らの好奇心や発想に触れることで新
しい自分を発見できるからである。総合学習へ
の取組を子どものみならず、教師自身が成長す
る好機と捉えたい。
　今後、更に各学校段階における総合学習の実
践及び指導事例を収集・分析し、子どもたちの
学びが日本社会の抱える問題を乗り越えて行け
るような資質・能力を育むものとなる指導方法
を研究していきたいと考えている。また、今回
論究しなかった指導計画、評価、体制づくり（校
内組織、年間授業計画、環境整備等）、外部と
の連携を構築するための具体的な提言について
は、さらに研究を進めて、次の機会に譲ること
にしたい。
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